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学 位 論 文 題 名

底質移動海岸における沿岸構造物の

高度化設計に関する研究

学位論文内容の要旨

  21世紀を迎え、今後とも国民が豊かを生活を享受していくためには、我が国の経済社会の活カ

を確保するとともに、国際化や自然災害、地球環境問題をどの課題に対する迅速かつ適切な対応が

必要となっている。このよう怨背景を踏まえ、海域の底質が砂やシルト・粘土である底質移動海岸

において、その利用や保全等に関わり設置される港湾・漁港構造物や海岸保全施設といった沿岸構

造物について考えてみると、上記の課題に対応していくため、次の4つの役割が従前にも増して課

せられるようにをっていると認識される。

  (1)港湾や漁港の航路や泊地の埋没の防止、または抑制を行うことで、船舶航行の安全確保や輸

    移出入に関わる円滑を貨物の積み卸し、水産物の水揚げを可能とし、港湾や漁港に関わる産業

    活動の活カを確保する。

  (2)港湾や漁港の航路や泊地の埋没を防止、または抑制を低廉をコストで行うことで、港湾や漁

    港の適切を管理運営を実現する。

  (3)海岸侵食を防ぎ、または抑制することで、国土を保全するとともに津波、高潮等による被害

    の減災を実現する。

  (4)周辺の海域環境を保全し、または海域環境と共生する沿岸構造物を配置することで、豊かを

    市民生活や漁業活動の活性化を実現する。

  本研究は、底質移動海岸に設置される沿岸構造物が上記の役割を担っていくため、沿岸構造物の

配 置 お よ び 構 造 の 面 か ら 、 そ の 高 度 化 方 策 に つ い て 検討 し た も の で あ る 。

  本研究では、まず砂浜海岸に港湾・漁港構造物を配置する際に、漂砂に伴う航路・泊地埋没を最

小限に抑制しうる適切を配置を検討するための海底地形変化予測法について取り上げる。防波堤や

岸壁等の構造物の設計や港内静穏度解析については、その解析手法が一定程度確立し、設計等を担

当する現場担当技術者自ら検討を行える環境が整っているのに対して、航路埋没予測といった海底

地形変化の定量的評価に関わる検討については、使用するパーソナルコンピュータの容量等の制約

からほとんど行われていをいのが現状である。このため計算容量を縮小し、計算時間を短縮する簡

便を海底地形変化モデルを開発し、現地調査や水理模型実験によるデータを用いて、その予測法の

有用性について検討を行った。

  次にシルテーションの発生する海岸において港湾・漁港構造物を配置する際に、航路・泊地埋没

を最小限に抑制しうる適切を配置を検討するための海底地形変化予測法を取り上げる。シルト・粘
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土の細粒底質が海域全般に堆積する内湾や内海におけるシルテーション対策に関する研究はこれま

でも行われてきているが、細砂を主成分とする底質が分布する海域で、航路・泊地にシルト・粘土

が卓越して堆積するよう教現象に関する研究はほとんど行われていをい。このため、現地調査を実

施し、このようを現象が発生するメカニズムを解明するとともに、航路・泊地におけるシルト・粘

土の堆積現象を再現する海底地形変化モデルを開発し、その有用性について検討した。

  次に砂浜海岸の防護機能に加えて、水生生物の生息環境の創造を目指す新しい形式の人工リー

フとともに、一般的を人工リーフの設計法の高度化について取り上げる。これまで海岸の保全にあ

たっては防護機能が重視されてきたが、近年、防護、環境、利用の各機能の調和する保全対策が求

められている。この要請を実現する沿岸構造物として、一般的を人工リーフの堤端部天端を高くし

た構造を有する複合型人工リーフの水理特性について、現地調査、水理模型実験および数値計算に

より検討した。また、一般的を人工リ←フに関するこれまでの設計法を補完し、より高度を設計を

行うため、既存の研究において未解明であった波浪制御特性や緩い海底勾配上に設置した場合の水

理特性について検討した。

  上記の検討の結果、第一に砂浜海岸における港湾・漁港の航路・泊地の漂砂に伴う海底地形変化

を計算する数値モデルとして、底層流が鉛直方向に一様分布すると仮定した海浜流モデルと底質の

浮遊モデルを組み合わせた一層流モデルを開発し、多層流モデルに比べて計算容量の縮小と計算時

間の短縮を可能としをがら、航路・泊地の海底地形変化が再現・予測できることを明らかにした。

  第二に細砂を主成分とする底質が分布する海域で、航路・泊地にシルト・粘土の細粒底質が卓越

して堆積する現象は、周辺河川から供給される懸濁粒子の凝集と底質粒径によるふるい分け効果に

よることを明らかにした。また、細粒底質と細砂の混合粒径底質を取り扱う海底地形変化モデルを

開発し、一波浪の時系列等を外カとすることで、SS濃度の鉛直分布や波浪に伴う航路等の海底地

形変化が再現できることを明らかにした。

  第三に複合型人工リーフの設置により一般的を人工リーフよりも明瞭を一対の循環流が形成され

やすぃこと、人工リーフ周辺の波高分布や流況分布の数値計算が可能であること、実海域において

水産協調効果等が発揮されていることを明らかにした。また堤体幅20～80mの一般的を人工リー

フについて、反射波、伝達波、リーフ上の波高変化等の諸特性を明らかにするとともに、天端水深

と入射波高の比に対する波高伝達率の増加率を考慮することで、天端水深や天端幅についてこれま

での設計法よりも合理的を設計が行えること、入射波の波峰が人工リーフ通過後に分裂しても、従

来からの算定式を用いた伝達波に対する打ち上げ高さの計算結果が設計打ち上げ高さとして適用可

能であること、人工リーフを設計する際に換算沖波の波形勾配が0.02より小さくをる波浪条件に

対 し て は 海 底 勾 配 の 影 響 を 考 慮 す べ き で あ る こ と を ど を 明 ら か に し た 。
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学位論文審査の要旨

主査  教授  山下俊彦
副査  教授  高橋正宏
副査  教授  泉  典洋
副査  准教授  渡部靖憲

学 位 論 文 題 名

底質移動海岸における沿岸構造物の

高度化設計に関する研究

  近年、海域の底質が砂やシルト・粘土である底質移動海岸において、その利用や保全等に関わり

設置される港湾・漁港構造物や海岸保全施設といった沿岸構造物を建設・管理する上で、以下の点

が重要とをっている。

(1)港湾や漁港の航路や泊地の埋没の防止、または抑制を行うことで、船舶航行の安全確保や輸出

入に関わる円滑を貨物の積み卸し、水産物の水揚げを可能とし、港湾や漁港に関わる産業活動の活

カを確保する。

(2)港湾や漁港の航路や泊地の埋没を防止、または抑制を低廉をコストで行うことで、港湾や漁港

の適切を管理運営を実現する。

(3)海岸侵食を防ぎ、または抑制することで、国土を保全するとともに津波、高潮等による被害の

減災を実現する。

(4)周辺の海域環境を保全し、または海域環境と共生する沿岸構造物を配置することで、豊かを市

民生活や漁業活動の活性化を実現する。

  本研究は、底質移動海岸に設置される沿岸構造物が上記の役割を担っていくため、沿岸構造物の

配置および構造の面から、その高度化方策について検討したものである。本研究では、まず砂浜海

岸に港湾・漁港構造物を配置する際に、漂砂に伴う航路・泊地埋没を最小限に抑制しうる適切を配

置を検討するための海底地形変化予測法について開発した。防波堤等の構造物の設計や港内静穏度

解析については、その解析手法が確立しているが、航路埋没予測といった海底地形変化の定量的評

価に関わる検討については、砕波による底質砂の巻き上げ等現象解明が困難をため十分でをいのが

現状である。このため底質が砂の場合には、砂移動が底面近くで集中的に発生する現象に着目し、

現地調査や水理模型実験によるデータを用いて、海底地形変化モデルを開発した。

  海底地形変化数値モデルとして、底層流が鉛直方向に一様分布すると仮定した海浜流モデルと底

質の浮遊モデルを組み合わせた一層流モデルを開発し、多層流モデルに比べて計算容量の縮小と

計算時間の短縮を可能としながら、航路・泊地の海底地形変化が再現・予測できることを明らかに

した。
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  次にシルテーションの発生する海岸における海底地形変化予測法の開発を行った。シルト・粘土

の細粒底質が海域全域に堆積する内湾や内海におけるシルテーション対策に関する研究はこれまで

も行われてきているが、細砂を主成分とする底質が分布する海域で、航路・泊地にシルト・粘土が

卓越して堆積するようを現象に関する研究はほとんど行われていをい。このため、現地調査を実施

し、このようを現象が発生するメカニズムを解明し、航路・泊地におけるシルト・粘土の堆積現象

を再現できる海底地形変化モデルを開発した。

  航路・泊地にシルト・粘土の細粒底質が卓越して堆積する現象は、周辺河川から供給される懸濁

粒子の凝集と底質のふるい分け効果によることを明らかにした。また、細粒底質と細砂の混合粒径

底質を取り扱う海底地形変化モデルを開発し、一波浪の時系列等を外カとすることで、SS濃度の

鉛直 分布や波 浪に伴う航路等の海底地形変化が再現できることを明らかにした。

  次に砂浜海岸の防護機能に加えて、水生生物の生息環境の創造を目指す新しい形式の人工リーフ

とともに、一般的を人工リーフの設計法の高度化について検討した。これまで海岸の保全にあたっ

ては防護機能が重視されてきたが、近年、防護、環境、利用の各機能の調和する保全対策が求めら

れている。この要請を実現する沿岸構造物として、一般的を人工リーフの堤端部天端を高くした構

造を有する複合型人工リーフの水理特性について、現地調査、水理模型実験および数値計算により

検討した。また、一般的を人工リーフに関するこれまでの設計法を補完し、より高度を設計を行う

ため、既存の研究において未解明であった波浪制御特性や緩い海底勾配上に設置した場合の水理特

性について検討した。

  複合型人工リーフの設置により一般的を人工リーフよりも明瞭を一対の循環流が形成されやすい

こと、人工リーフ周辺の波高分布や流況分布の数値計算が可能であること、実海域におぃて水産協

調効果等が発揮されていることを明らかにした。また堤体幅20～80mの一般的を人工リーフにつ

いて、反射波、伝達波、リーフ上の波高変化等の諸特性を明らかにするとともに、天端水深と入射

波高の比に対する波高伝達率の増加率を考慮することで、天端水深，天端幅，海底勾配の影響につい

て こ れ ま で の 設 計 法 よ り も 合 理 的 を 設 計 が 行 え る こ と を 明 ら か に し た 。

  これを要するに、著者は、港湾周辺の海底地形変化予測法の開発を行うとともに、防護機能に加

えて水産協調効果のある複合型人工リーフの設計法を確立したもので、海岸工学，水産工学に寄与

するところ大をるものがある。

  よって著者は、北海道大学博士（工学）の学位を授与される資格があるものと認める。
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